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（単位：千円）

金　　額 金　　額

771,114 302,473

79,085 61,954

355,478 36,537

12,185 14,935

220 94,191

23,593 52,701

301,759 34,496

▲ 1,208 2,098

2,909

2,648

158,579 246,157

19,548 241,363

845 1,487

8,798 3,306

9,905

548,630

6,368

6,178

189 381,063

20,000

132,662 361,063

3,430 5,000

664 356,063

2,518 356,063

128,567

▲ 2,518

381,063

929,694 929,694

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

繰 延 税 金 資 産

長 期 滞 り 債 権

敷 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

負 債 及 び 純 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金長 期 前 払 費 用

預 り 金

貸 倒 引 当 金

前 受 金

投資その他の資産

利 益 準 備 金

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部

役員退職慰労引当金

固 定 負 債

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

建 物

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

資 本 金

工具・器具及び備品

建 物 附 属 設 備

無 形 固 定 資 産

未 払 役 員 賞 与

未 払 賞 与

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

貯 蔵 品

前 払 費 用

預 け 金

未 払 金売 掛 金

未 払 費 用

貸　　借　　対　　照　　表
（２０２１年３月３１日現在）

科　　　　　　　目

現 金 及 び 預 金

流 動 負 債

負 債 の 部

科　　　　　　目

資 産 の 部

流 動 資 産

買 掛 金

仕 掛 品
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（単位：千円）

1,994,130

1,614,632

379,497

145,589

233,908

32

648

1,643 2,324

24 24

236,208

236,208

91,975

▲ 8,822 83,153

153,055

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

法 人 税 等 調 整 額

雑 収 入

助 成 金

雑 損 失

営 業 外 費 用

売 上 原 価

（２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日まで）

金　　　　　　　額科　　　　　　　　　目

損　益　計　算　書

売 上 高
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品………最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職一時金については当社の退職金規程に基づく当事

業年度末要支給額、企業年金基金については当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。 

（３）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金支給内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 


